
    ②  事業税額等(外形対象法人分)
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①

うち
決定し
たもの

事業
年度数

税  額 
 
②

本県本店分 59 60,975,822 435,186 48 595,905 48 170,933 10,295 20,509 573,372 17,091 37,600 -

他県本店分 1,620 208,332,449 1,662,724 1 1,294 2,611,517 1,330 761,726 33 4,814 36,508 -145,745 1,405,953 32,762 -112,983 -

 県  内  法  人 47 3,512,062 26,351 38 49,629 37 12,832 1 -10,446 34,180 1,040 -9,406 -

-

1,726 272,820,333 2,124,261 1 1,380 3,257,051 1,415 945,491 34 4,814 46,803 -135,682 2,013,505 50,893 -84,789 -

本県本店分 - - 144,971,235 1,696,187 - - 467,262 - 695,469 - 1,924,394 823,275 4,823 1,929,217 -

他県本店分 - - 525,311,120 6,122,794 - 101 - 1,597,736 - 2,599,421 - 43,098 1,774 7,169,452 2,392,901 16,778 7,186,230 -

 県  内  法  人 - - 14,290,332 134,758 - - 38,314 - 64,959 - 161,403 65,408 212 161,615 -

- - - - - - -

- - 684,572,687 7,953,739 - 101 - 2,103,312 - 3,359,849 - 43,098 1,774 9,255,249 3,281,584 21,813 9,277,062 -

本県本店分 - - 148,034,710 727,266 - - 212,817 - 304,740 - 215 819,404 105,706 290 819,694 -

他県本店分 - - 531,547,509 2,583,376 - 58 - 683,665 - 1,095,127 - 16,777 892 3,012,565 531,829 1,444 3,014,009 -

- - 37,824,986 166,663 - - 36,905 - 61,160 - 1,224 192,142 -1,424 190,718 -

- - 717,407,205 3,477,305 - 58 - 933,387 - 1,461,027 - 18,001 1,107 4,024,111 637,535 310 4,024,421 -

- - - 7,905,193 - - 3,159,679 - 3,320,753 - 52,393 109,289 8,227,949 - 64,278 8,292,227 -

1,726 21,460,498 1 159 1,380 9,453,429 1,415 9,087,120 34 118,306 158,973 21,371,627 137,294 21,508,921 31,938

(注)  １  平成29年度において調定した法人のうち、外形対象法人について作成した。

　　  ２  現事業年度分

          平成29年2月1日から平成30年1月31日までの間に終了する事業年度分について記載した。

      ３  過事業年度分

          現事業年度分より前の事業年度分について記載した。

      ４  ①及び⑧又は「所得（収入）金額」欄は、平成29年度において確定した事業税額（確定申告、修正申告、更正決定後のものをいい、過事業年度分で平成28年度以前に申告等があり、平成29年度に修正、更正増が

        あったものについては当該増差税額をいう。）又はこれに対応する所得（収入）金額を記載した。また、②欄は、確定申告及び決定のない中間申告分に係るものを記載した。

      ５  「事業年度数」は、１年、６か月等の事業年度区分にかかわらず、それぞれ事業年度数ごとに１件とし、「確定額」欄の事業年度において、確定申告、修正申告、更正又は決定の処理がなされたものについて、

        その最終段階で１件として記載した。なお、欠損法人等納付すべき税額がないものについても計上した。
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